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告 示

高知県告示第652号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第 1 項の規定により、

道路の区域を次のとおり変更する。 

その関係図面は、平成29年 9 月26日から 2週間高知県土木部道

路課及び高知県安芸土木事務所において一般の縦覧に供する。

平成29年 9 月26日

高知県知事　尾﨑　正直

1　道路の種類　県道

2　路　線　名　大久保伊尾木

3　道路の区域

めることを国土交通大臣に請求することができる。

平成29年 9 月26日

下田港港湾管理者　　　　　　

高知県知事　尾﨑　正直

1　臨港地区の区域の案

四万十市初崎の一部（別図のとおり）

2　臨港地区の区域の案の縦覧場所

高知県土木部港湾・海岸課及び高知県幡多土木事務所並びに

四万十市役所

3　縦覧期間

平成29年 9 月26日から同年10月10日まで

（「別図」は、省略し、縦覧場所に備え置いて公衆の縦覧に供

する。）

監 査 公 表

監査公表第 9号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第 4 項の規定によ

り実施した定期監査の結果に関する報告を同条第 9項の規定によ

り次のとおり公表する。

平成29年 9 月26日

高知県監査委員　西内　　健

同　　　　　　　池脇　純一

同　　　　　　　坂田　和子

同　　　　　　　植田　　茂

第 1　監査の実施

平成29年度の監査対象機関236機関のうち110機関に対して、

平成29年 7 月21日から同年 8月25日まで定期監査を実施した。

区 　　　 　間
延　　　　長

（メートル）

敷地の幅員

（メートル）

変更前

後の別

安芸市大井字ヒシリ

バヘ乙352番 1

〜 107前

〜 107後

3.9

21.8

18.0

24.3

高知県告示第653号

港湾法（昭和25年法律第218号）第38条第 1 項の規定に基づき

下田港の臨港地区を定めるので、同条第 3項の規定により次のと

おり告示し、当該臨港地区の区域の案を公衆の縦覧に供する。

なお、同条第 4項の規定に基づき、利害関係人は、縦覧期間満

了の日までに、当該臨港地区の区域の案の変更を港湾管理者に求
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第 2 　監査の結果及び意見

1　総括

今回実施の本庁110機関のうち57機関において、改善、是

正等を要する不適正な事務処理が合計102件認められた。

その内訳は、より強く改善を求める「指摘事項」が15件、

それ以外の「注意事項」が87件である。これらの事務区分別

の件数及び主な内容は別表 1、実施機関別の件数等は別表 2

のとおりである。

事務区分別では、支出事務が41件と最も多く、次いで契約

事務が39件、収入事務と服務管理事務が各 7 件となってい

る。

支出事務では、意思決定を行わないまま物品を購入し、後

日、日付を遡って決裁を受けている事例などが散見された。

予算執行を伴う事務では組織としての意思決定は基本中の基

本であることを認識すべきである。

加えて、日頃からの執行管理を徹底すること。

契約事務では、委託業務の契約書又は請書に、業務内容を

示した仕様書、設計書等を添付していないものが 7 件あっ

た。また、契約書で提出を求めている書類の提出を受けない

まま委託料を支払っている事例も散見された。

契約は、重要な法律行為であり、契約当事者である県庁全

体の信頼性にも大きな影響を及ぼすことから、各機関におい

て、今一度その重大性を再認識し、起案から決裁、決裁後の
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施行、さらには支出までの一連の事務についての徹底した

チェックを強く求める。

収入事務では、年度当初に行うべき使用料の収入調定及び

納入通知を翌年 2月に行っている事例などが散見された。収

入調定の遅延については毎年度同様の誤りがあることを重く

受け止め、今後このようなことのないよう徹底すべきであ

る。

服務管理事務では、自動車運転時間に対して時間外勤務命

令を行っていない事例や、旅行命令、週休日の振替確認等を

決裁権者でない者が行っている事例が多数見受けられた。

このうち、自動車運転時間に対する時間外勤務命令が適正

に行われているかについては、先の出先機関前期監査におい

て、多数の機関で手続漏れが見受けられたことから、本庁監

査も踏まえ、県庁全体でそういった傾向にあるかどうかを見

極めることとしていた。

その結果、本庁監査でも多数の機関において手続漏れが確

認されたことから、今回、この項目については、出先機関も

含め全庁的に改善を求める。

なお、事例のあった機関については、個別に改善を求めて

いるところである。

また、関連して、旅行命令簿や週休日の振替等命令簿を確

認する中で、決裁権者でない者が決裁をしたり、確認をした

りしていた事例が多く見受けられた。規則等により、決裁権

者が不在のときに代決することができると規定されている

が、安易な代決はするべきでなく、併せて改善を求める。

なお、これら 2事例については、自動車運転時間の時間外

勤務命令の事例では自宅発着分の場合は運転時間の実態把握

が困難であること、また、決裁の事例では代決時に決裁権者

等が不在であったかどうかの実態把握が困難であることか

ら、別表 2 の機関別の不適正な事務の件数には含めていな

い。

今後の適正化に向けて、規則、通知等の内容を再確認し、

これらに沿った事務が執行されることを強く求める。

今回の監査結果については、指摘事項等のあった機関のみ

ならず、指摘事項等のなかった機関においても、同様の指摘

のないよう全職員に周知されたい。

2　指摘事項

指摘事項の該当機関及び具体的な内容は、次のとおりであ

る。

( 1 )　管財課（契約事務）

平成28年度の高知県庁本庁舎及び西庁舎等建物点検委

託業務の契約書に仕様書の別紙である点検項目等を記載

した書面を添付していなかった。また、同仕様書で受託

者は業務計画書を提出し、庁舎管理者の承諾を得ること

としているにもかかわらず、その提出を受けず、承諾を

していなかった。

( 2 )　医事薬務課（支出事務）

平成28年 7 月に納品を受けた物品について、平成29年

3 月になって平成28年 6 月21日付けの経費支出伺を作成

していた。また、納品時に請求書を受領していたにもか

かわらず、平成29年 4 月になって支払を行っていた。

( 3 )　医事薬務課（支出事務）

平成28年10月に資金前渡を受けた研修負担金につい

て、精算残額の戻入を平成29年 2 月になって行ってい

た。

( 4 )　障害保健福祉課（支出事務）

平成28年度高知県障害福祉サービス等確保支援事業費

補助金において、平成28年 5 月16日付けで交付決定を

行っていたにもかかわらず、同年 4月 1日から実施した

事業の経費を含めて補助事業の対象とし、補助金を交付

していた。

( 5 )　県民生活・男女共同参画課（支出事務）

平成27年度のこうち男女共同参画センターの管理代行

料について、年度協定書では精算をすることを定めてい

ないにもかかわらず、精算を行って委託料の額を確定

し、既に支払った金額との差額を戻入させていた。

( 6 )　産業創造課（契約事務）

平成28年度のＩＴ人材誘致促進事業委託業務の契約に

おいて、仕様書を添付していない請書を受け取ってい

た。

( 7 )　地域農業推進課（契約事務）

平成29年度直販所活性化セミナー開催委託業務及び平

成29年度 6次産業化支援委託業務の契約書に仕様書を添

付していなかった。

( 8 )　土木政策課（契約事務）

平成28年度土木部技術職員基礎研修委託業務の契約書

に仕様書の一部である研修内容を記載した書面を添付し

ていなかった。

( 9 )　河川課（契約事務）

平成28年度の鏡川水系正常流量及び河川環境検討委託

業務の契約書に仕様書を添付していなかった。

(10)　住宅課（契約事務）

平成28年度こうち健康・省エネ住宅標準設計モデル委

託業務の契約書に仕様書を添付していなかった。

(11)　学校安全対策課（収入事務）

平成28年 3 月28日付けで許可をした嶺北高等学校及び

高知農業高等学校の一部目的外使用について、平成28年

度当初に行うべき使用料1,353,733円及び34,587円の収

入調定及び納入通知を平成29年 2 月に行っていた。

(12)　幼保支援課（支出事務）

平成29年度に繰り越した平成28年度認定こども園施設

整備費補助金 2件及び平成28年度保育所・幼稚園等高台

移転施設整備事業費補助金 1件について、繰越明許費の

配当があった平成29年度当初に行うべき支出負担行為を

行っていなかった。

(13)　幼保支援課（支出事務）

平成29年度の多機能型保育支援事業費補助金におい

て、一部改正をした交付要綱を平成29年 5 月 1 日に施行

し、同年 4月 1日に遡及して適用していた。

(14)　警察本部（契約事務）

平成28年度の高知警察署下知交番用地地質調査委託業

務の変更契約書に設計図書を添付していなかった。

(15)　警察本部（契約事務）

高知警察署新庁舎に係る平成28年度の免震構造等性能

評価について、契約書の作成を省略することができるも

のに該当しないにもかかわらず、契約書を作成していな

かった。また、当該契約は、平成28年11月11日付け性能

評価申請書により申し込んでいるが、支出負担行為を同

年12月になって行っていた。

これらのことは、いずれも地方自治法（昭和22年法律第67

号）をはじめとする財務に関する法令等に反する不適正な事

務処理である。

指摘を受けた機関においては、今後このようなことのない

よう適正な事務の執行を強く求める。
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別表２ (実施機関別）

総務部

秘書課 0 平成29年8月14日

政策企画課 1 1 平成29年8月10日

広報広聴課 1 1 平成29年8月14日

文書情報課 0 平成29年8月10日

法務課 0 平成29年8月10日

行政管理課 0 平成29年8月10日

人事課 0 平成29年8月10日

職員厚生課 0 平成29年8月14日

財政課 1 1 平成29年8月10日

税務課 1 1 平成29年8月10日

市町村振興課 2 2 平成29年8月10日

情報政策課 0 平成29年8月14日

統計課 1 1 平成29年8月14日

管財課 1 2 (1) 3 (1) 平成29年8月10日

危機管理部

危機管理･防災課 2 2 平成29年7月24日

南海トラフ地震対策課 1 1 平成29年7月24日

消防政策課 1 1 2 平成29年7月24日

健康政策部

健康長寿政策課 0 平成29年7月24日

医療政策課 2 1 3 平成29年7月24日

医師確保・育成支援課 2 2 平成29年7月24日

医事薬務課 2 (2) 2 (2) 平成29年7月26日

（【　】：特別指摘件数で内数）　（　）：指摘件数で内数

機関名
事務区分

委員監査日
収入 支出 契約 財産・物品 服務管理 給与・旅費 庶務関係 その他 検討 計

知
事
部
局

別表１ (事務区分別）

指摘事項

区分 件数 割合（％） 主な内容

収入事務 1 6.7 ・収入調定の遅延（１万円以上３か月以上）

支出事務 6 40.0

・支払の遅延（３か月以上）
・前渡資金の精算遅延（１か月以上）
・協定書に反する精算行為
・交付要綱の改正を遡及する交付決定
・交付決定前執行経費の補助対象算入（１万円以上）
・支出負担行為の漏れ（１万円以上）

契約事務 8 53.3
・契約書の不備（仕様書添付漏れ）
・契約書の作成漏れ

計 15 100.0

注意事項

区分 件数 割合（％） 主な内容

収入事務 6 6.8
・収入調定の漏れ（証紙収入）
・収入事務に関する決裁漏れ　等

支出事務 35 40.2

・支出負担行為の遅延
・補助金の変更承認の漏れ
・補助金の交付決定の遅延
・経費支出伺の遅延及び作成漏れ
・支出負担行為等の決裁漏れ
・補助金の実績報告書の提出遅延　等

契約事務 31 35.6

・契約書等の不備（遅延利息等の率の誤り、個人情報
  取扱特記事項の添付漏れ、割印漏れ、暴力団排除条
  項漏れ、個人情報の保護条項の漏れ等）
・作業計画書等の提出漏れ及び承認漏れ
・契約の遡及
・契約変更手続の漏れ　等

財産・物品管理事務 1 1.2 ・郵便切手類等出納簿の記帳漏れ

服務管理事務 7 8.0
・出勤簿の記載漏れ
・時間外命令漏れ　等

給与・旅費支給事務 3 3.5 ・支給誤り（通勤手当及び旅費）

庶務関係事務 1 1.2 ・自家用車登録簿の登録漏れ及び更新漏れ

その他事務 3 3.5 ・ＵＳＢメモリの不適切な管理　等

計 87 100.0
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（【　】：特別指摘件数で内数）　（　）：指摘件数で内数

機関名
事務区分

委員監査日
収入 支出 契約 財産・物品 服務管理 給与・旅費 庶務関係 その他 検討 計

中山間地域対策課 1 1 2 平成29年7月26日

鳥獣対策課 1 1 平成29年7月26日

交通運輸政策課 0 平成29年7月26日

商工労働部

商工政策課 0 平成29年7月27日

産業創造課 1 (1) 1 (1) 平成29年7月27日

工業振興課 0 平成29年7月27日

経営支援課 1 1 平成29年8月3日

企業立地課 1 1 平成29年8月3日

雇用労働政策課 0 平成29年7月27日

観光振興部

観光政策課 1 1 2 平成29年7月31日

国際観光課 1 1 平成29年7月31日

地域観光課 2 2 平成29年7月31日

おもてなし課 0 平成29年7月31日

農業振興部

農業政策課 1 1 平成29年8月4日

農地・担い手対策課 1 1 平成29年8月4日

協同組合指導課 0 平成29年8月4日

環境農業推進課 0 平成29年8月4日

産地・流通支援課 0 平成29年8月4日

地域農業推進課 1 1 (1) 2 (1) 平成29年8月4日

畜産振興課 1 1 平成29年8月4日

農業基盤課 0 平成29年8月4日

（【　】：特別指摘件数で内数）　（　）：指摘件数で内数

機関名
事務区分

委員監査日
収入 支出 契約 財産・物品 服務管理 給与・旅費 庶務関係 その他 検討 計

国保指導課 1 1 平成29年7月28日

健康対策課 1 1 平成29年7月24日

食品･衛生課 1 1 1 3 平成29年7月28日

地域福祉部

地域福祉政策課 0 平成29年7月27日

高齢者福祉課 1 1 1 3 平成29年7月27日

障害保健福祉課 1 2 (1) 1 1 5 (1) 平成29年7月28日

児童家庭課 1 1 平成29年8月23日

少子対策課 1 1 1 3 平成29年8月23日

福祉指導課 1 1 平成29年8月4日

文化生活スポーツ部

文化振興課 1 1 平成29年7月28日

国際交流課 0 平成29年7月28日

まんが王国土佐推進課 2 1 3 平成29年7月28日

県民生活･男女共同参画課 1 (1) 1 2 (1) 平成29年7月28日

私学･大学支援課 3 3 平成29年7月28日

人権課 0 平成29年7月28日

スポーツ課 0 平成29年7月28日

産業振興推進部

計画推進課 0 平成29年7月26日

産学官民連携・起業推進課 0 平成29年7月26日

地産地消･外商課 0 平成29年7月26日

移住促進課 0 平成29年7月26日

中山間振興・交通部

知
事
部
局
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（【　】：特別指摘件数で内数）　（　）：指摘件数で内数

機関名
事務区分

委員監査日
収入 支出 契約 財産・物品 服務管理 給与・旅費 庶務関係 その他 検討 計

公園下水道課 1 1 2 平成29年8月16日

住宅課 1 3 (1) 4 (1) 平成29年8月16日

建築指導課 1 1 平成29年8月16日

建築課 0 平成29年8月23日

港湾振興課 0 平成29年8月23日

港湾・海岸課 4 4 平成29年8月23日

会計管理局

会計管理課 1 1 平成29年8月23日

総務事務センター 0 平成29年8月23日

電気工水課 2 2 平成29年7月21日

県立病院課 0 平成29年7月21日

教育政策課 0 平成29年8月16日

教職員・福利課 0 平成29年8月16日

学校安全対策課 1 (1) 1 (1) 平成29年8月16日

幼保支援課 4 (2) 4 (2) 平成29年8月16日

小中学校課 1 1 2 平成29年8月17日

高等学校課 1 1 平成29年8月17日

特別支援教育課 0 平成29年8月17日

生涯学習課 1 1 平成29年8月17日

新図書館整備課 0 平成29年8月17日

文化財課 0 平成29年8月17日

保健体育課 1 1 平成29年8月17日

人権教育課 0 平成29年8月17日

公
営
企
業
局

教
育
委
員
会

（【　】：特別指摘件数で内数）　（　）：指摘件数で内数

機関名
事務区分

委員監査日
収入 支出 契約 財産・物品 服務管理 給与・旅費 庶務関係 その他 検討 計

競馬対策課 0 平成29年8月4日

林業振興・環境部

林業環境政策課 1 1 平成29年7月31日

森づくり推進課 0 平成29年7月31日

木材増産推進課 0 平成29年7月31日

木材産業振興課 0 平成29年7月31日

治山林道課 0 平成29年8月3日

新エネルギー推進課 0 平成29年8月3日

環境共生課 2 1 3 平成29年8月3日

環境対策課 0 平成29年8月3日

水産振興部

水産政策課 1 1 平成29年8月14日

漁業管理課 1 1 平成29年8月14日

漁業振興課 0 平成29年8月14日

水産流通課 0 平成29年8月14日

漁港漁場課 0 平成29年8月14日

土木部

土木政策課 1 1 (1) 2 (1) 平成29年8月3日

技術管理課 0 平成29年8月3日

用地対策課 0 平成29年8月16日

河川課 1 (1) 1 (1) 平成29年8月3日

防災砂防課 0 平成29年8月3日

道路課 1 1 平成29年8月16日

都市計画課 0 平成29年8月16日
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（【　】：特別指摘件数で内数）　（　）：指摘件数で内数

機関名
事務区分

委員監査日
収入 支出 契約 財産・物品 服務管理 給与・旅費 庶務関係 その他 検討 計

警
察
本
部

警察本部 3 (2) 3 (2) 平成29年8月25日

議会事務局 0 平成29年8月17日

監査委員事務局 0 平成29年8月25日

人事委員会事務局 0 平成29年8月23日

労働委員会事務局 0 平成29年8月23日

7 (1) 41 (6) 39 (8) 1 7 3 1 3 0 102 (15)

そ
の
他
の
機
関

計
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